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平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

（平成 30 年３月 23 日） 

 

 

【全サービス共通】 

○ 介護保険施設等における歯科医療について 

問１ 介護保険施設等における歯科医療について、協力歯科医療機関のみが歯科医療を

提供することとなるのか。 

（答） 

介護保険施設等における歯科医療について、歯科医療機関を選択するのは利用者で

あるので、利用者の意向を確認した上で、歯科医療が提供されるよう対応を行うこと

が必要である。 
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【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問 30 当該利用者が、栄養スクリーニング加算を算定できるサービスを複数利用して

いる場合、栄養スクリーニング加算の算定事業者をどのように判断すればよいか。 

（答） 

サービス利用者が利用している各種サービスの栄養状態との関連性、実施時間の実

績、栄養改善サービスの提供実績、栄養スクリーニングの実施可能性等を踏まえ、サ

ービス担当者会議で検討し、介護支援専門員が判断・決定するものとする。 

 

  



63 

 

【各種の地域密着型サービス】 

※ 介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関する Q&Ａ（平成 18 年９月４日介護

制度改革 information vol.127 事務連絡）問 18は削除する。 
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【認知症対応型共同生活介護】 

○ 入院時の費用の算定 

問 112 入院時の費用の算定について 、3 ヶ月入院した場合に、次のように、毎月 6

日を限度として加算を認めることは差し支えないか。  

（例）4月 1日から 6月 30 日まで 3ヶ月入院した場合    

   4 月 1 日     （入院）       

   4 月 2 日～ 7 日(一日につき 246 単位を算定）       

   4 月 8 日～30 日       

   5 月 1 日～ 6 日(一日につき 246 単位を算定）    

   5 月 7 日～31 日       

   6 月 1 日～ 6 日(一日につき 246 単位を算定）  

   6 月 7 日～29 日     

   6 月 30 日    （退院） 

（答） 

  平成 18 年 3月 31 日老計発第 0331005 号、老振発第 0331005 号、老老発第 0331018

号第２－６－（６）－⑤に示すように入院当初の期間が、最初の月から翌月へ連続し

て跨る場合は、都合 12 日まで算定可能であるが、事例のような毎月ごとに 6 日間の

費用が算定できるものではない。 

 

○ 生活機能向上連携加算について 

問 113 指定認知症対応型通所介護事業所は、生活機能向上連携加算に係る業務につい

て指定訪問リハビリテーション事業所又は指定通所リハビリテーション事業所若し

くは医療提供施設と委託契約を締結し、業務に必要な費用を指定訪問リハビリテーシ

ョン事業所等に支払うことになると考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。なお、委託料についてはそれぞれの合議により適切に設定す

る必要がある。 

 

問 114 生活機能向上連携加算は、同一法人の指定訪問リハビリテーション事業所若し

くは指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医

療提供施設（原則として許可病床数 200 床未満のものに限る。）と連携する場合も算

定できるものと考えてよいか。 

（答） 

・貴見のとおりである。 

・なお、連携先について、地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の主たる担

い手として想定されている 200 床未満の医療提供施設に原則として限っている趣旨
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や、リハビリテーション専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士）の有効活用、

地域との連携の促進の観点から、別法人からの連携の求めがあった場合には、積極的

に応じるべきである。 

 

○ 口腔衛生管理体制加算入院時の費用の算定 

問 115 口腔衛生管理体制加算について、月の途中で退所、入院又は外泊した場合や月

の途中から入所した場合にはどのように取り扱えばよいのか。 

（答） 

入院・外泊中の期間は除き、当該月において１日でも当該施設に在所した入所者に

ついて算定できる。 

 

問 116 口腔衛生管理体制加算について、「歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施

時間以外の時間帯に行うこと」とあるが、歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料を

算定した日と同一日であっても、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導を行っていない

異なる時刻であれば、「実施時間以外の時間帯」に該当すると考えてよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

○ 身体拘束廃止未実施減算 

問 117 新たに基準に追加された体制をとるためには準備が必要であると考えられる

が、何時の時点から減算を適用するか。 

（答） 

施行以後、最初の身体拘束廃止に係る委員会を開催するまでの３ヶ月の間に指針等

を整備する必要があるため、それ以降の減算になる。 

 

○ 医療連携体制加算 

問 118 新設された医療連携体制加算（Ⅱ）・（Ⅲ）の算定要件である前十二月間におけ

る利用実績と算定期間の関係性如何。 

（答） 

算定要件に該当する者の利用実績と算定の可否については以下のとおり。 

前年度 
４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 

１

月 

２

月 

３

月 

利用実

績 
  ○ ○ ○       ○ ○ ○ ○   

算定可

否 
× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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当該年

度 

４

月 

５

月 

６

月 

７

月 

８

月 

９

月 

10

月 

11

月 

12

月 

１

月 

２

月 

３

月 

利用実

績 
                        

算定可

否 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生の取扱いについて 

問 142 外国人の技能実習制度における介護職種の技能実習生は、介護職員処遇改善加

算の対象となるのか。 

（答） 

介護職種の技能実習生の待遇について、「日本人が従事する場合の報酬の額と同等

以上であること」とされていることに鑑み、介護職種の技能実習生が介護業務に従事

している場合、ＥＰＡによる介護福祉士候補者と同様に、介護職員処遇改善加算の対

象となる。 
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【介護療養型医療施設】 

○ 生活機能回復訓練室と精神科作業療法の専用施設の兼用について 

問２ 介護療養型医療施設の精神科作業療法の専用施設と、当該介護療養型医療施設内

の生活機能回復訓練室、機能訓練室、食堂等との兼用について、どのように取り扱えば

よいか。 

（答） 

入所者に対するサービス提供に支障を来さず、かつ、必要な面積を満たす場合には、

いずれの場合も兼用することは差し支えない。また、複数のスペースで、精神科作業療

法等のサービスを提供することについては、入所者に対するサービス提供に支障を来さ

ず、かつ、全体として必要な面積を満たす場合には、差し支えないものであること。 

なお、介護療養型医療施設の精神科作業療法の専用施設を他の施設と兼用する場合、

それらを区画せず、１つのオープンスペースとすることも差し支えない。 

 

【施設サービス、特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、地域密着型特定

施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護】 

○ 身体拘束廃止未実施減算、夜勤職員配置加算（ロボット）について 

問３ 平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）の問 87から 90 に対する回答

については、他のサービスにも同様の加算があるが、介護老人福祉施設のみに適用され

るのか。 

（答） 

問 87 の回答については、施設サービス、特定施設入居者生活介護、地域密着型介護

老人福祉施設、地域密着型特定施設入居者生活介護及び認知症対応型共同生活介護に適

用される。 

問 88から 90 までの回答については、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施

設及び短期入所生活介護に適用される。 

 

 

（参考）平成 30 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１） 

【介護老人福祉施設】 

○ 身体拘束廃止未実施減算 

問 87 新たに基準に追加された体制をとるためには準備が必要であると考えられ

るが、何時の時点から減算を適用するか。 

（答） 

施行以後、最初の身体拘束廃止に係る委員会を開催するまでの３ヶ月の間に指針
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等を整備する必要があるため、それ以降の減算になる。 

 

○ 夜勤職員配置加算（ロボット） 

問 88 最低基準を 0.9 人上回るとは、どのような換算をおこなうのか。 

（答） 

・月全体の総夜勤時間数の 90％について、夜勤職員の最低基準を１以上上回れば足

りるという趣旨の規定である。 

・具体的には、1 ヶ月 30 日、夜勤時間帯は一日 16 時間であるとすると、合計 480

時間のうちの 432 時間において最低基準を１以上上回っていれば、夜勤職員配置

加算を算定可能とする。なお、90％の計算において生じた小数点 1位以下の端数

は切り捨てる。 

 

問 89 入所者数の 15％以上設置ということだが、見守り機器を設置しているベッ

ドが空床であってもよいのか。 

（答） 

空床は含めない。 

 

問 90 見守り機器は、どのようなものが該当するのか。 

（答） 

・個別の指定はなく、留意事項通知で定める機能を有するものが該当する。 

例えば、平成 28 年度補正予算「介護ロボットの導入支援及び導入効果実証研

究事業」で実証を行った機器のほか、訪室回数の減少、介助時間の減少、ヒヤリ

ハット・介護事故の減少等の効果が期待できる機器が該当する。 

・介護老人福祉施設等は、訪室回数や介助時間の減少等の実証効果を製造業者等に

確認するとともに、少なくとも９週間以上見守り機器を活用し、導入機器を安全

かつ有効に活用するための委員会において、ヒヤリハット･介護事故が減少して

いることを確認し、必要な分析・検討等を行った上で、都道府県等に届出を行い、

加算を算定すること。 

・なお、見守り機器をベッドに設置する際には、入所者のプライバシーに配慮する

観点から、入所者又は家族等に必要な説明を行い、同意を得ること。 

※９週間については、少なくとも３週間毎にヒヤリハット・介護事故の状況を確

認することとする。 

 



2 
 

【通所系・居住系サービス】 

○ 栄養スクリーニング加算について 

問２ 栄養スクリーニング加算は当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している

場合にあっては算定しないこととされているが、当該事業所以外で算定してから６か月を空け

れば当該事業所で算定できるか。 

（答） 

 ６か月を空ければ算定は可能だが、算定事業者の決定については、「平成 30 年度介護報酬

改定に関する Q＆A（Vol.１）」（平成 30 年３月 23 日）の通所系・居住系サービスにおける栄養ス

クリーニング加算に係る問 30 を参照されたい。 
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【介護職員処遇改善加算】 

○ 最低賃金の計算について 

問７ 最低賃金を満たしているのかを計算するにあたっては、介護職員処遇改善加算によ

り得た加算額を最低賃金額と比較する賃金に含めることとなるのか。 

（答） 

介護職員処遇改善加算により得た加算額を、最低賃金額と比較する賃金に含むか否か

については、当該加算額が、臨時に支払われる賃金や賞与等として支払われておらず、

予定し得る通常の賃金として、毎月労働者に支払われているような場合には、最低賃金

額と比較する賃金に含めることとなるが、当該加算の目的等を踏まえ、最低賃金を満た

した上で、賃金の引上げを行っていただくことが望ましい。 

 

【サービス提供体制強化加算】 

○ 療養病床等から介護医療院へ転換した場合について 

問８ 療養病床等から転換した介護医療院においてサービス提供体制強化加算を算定するにあ

たっては、療養病床等に勤務していた職員の勤続年数を通算できるのか。 

（答） 

転換前の療養病床等と転換後の介護医療院の職員に変更がないなど、療養病床等と介護

医療院が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することがで

きる。 

 

 

≪参考≫ 

・平成 21 年度改定関係 Q＆A(vol.１)（平成 21 年３月 23 日）問５ 

【加算の届出】 

○ サービス提供体制強化加算 

（問５） 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種

（直接処遇職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承

継時にも通算できるのか。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う

職種に限る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は

別法人による事業の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業

所が実質的に継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。


